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一、最新中国法令 
 
 
 

 最高人民法院关于依法妥善审理涉新冠肺炎

疫情民事案件若干问题的指导意见（一） 

 
 

 
【发布单位】最高人民法院 

【发布文号】法发〔2020〕12 号 

【发布日期】2020-04-20 

【内容提要】该司法解释的内容包括： 

1. 充分发挥司法服务保障作用 

2. 依法准确适用不可抗力规则 

 
3. 依法妥善审理合同纠纷案件 

 

4. 依法处理劳动争议案件 

5. 依法适用惩罚性赔偿 

6. 依法中止诉讼时效 

7. 依法顺延诉讼期间 

8. 加大司法救助力度 

9. 灵活采取保全措施 

10. 切实保障法律适用统一 

【法令全文】请点击以下网址查看： 

http://www.court.gov.cn/fabu-xiangqing-226241.ht
ml 
 
 
 

 国家外汇管理局关于优化外汇管理 支持涉外

业务发展的通知 

 

【发布单位】国家外汇管理局 

【发布文号】汇发〔2020〕8 号 

【发布日期】2020-04-14 

【实施日期】2020-04-14 

【内容提要】根据该通知： 

 在全国推广资本项目收入支付

便利化改革； 

 取消特殊退汇业务登记； 

 

 简化部分资本项目业务登记管

理； 

 放宽具有出口背景的国内外汇

贷款购汇偿还； 

 

 便利外汇业务使用电子单证； 

 

 优化银行跨境电商外汇结算； 

 

 放宽业务审核签注手续； 

 

 支持银行创新金融服务。 

 
【法令全文】请点击以下网址查看： 

http://www.safe.gov.cn/safe/2020/0414/15970.html 
 
 
 

一、最新中国法令 
 
 
 

 新型コロナウィルスによる感染症発生状況に係る

民事事案を法に依拠し適切に審理するための若

干事項に関する最高人民法院による指導意見

（一） 
 

【発布機関】最高人民法院 

【発布番号】法発〔2020〕12 号 

【発 布 日】2020-04-20 

【概    要】本司法解釈は、以下の内容を含む。 

1. 司法サービス保障の役割を十分果たす 

2. 不可抗力ルールを法に依拠して正確

的に適用する 

3. 法に依拠して契約紛争事案を適切に

審理する 

4. 法に依拠して労働紛争事案を処理する 

5. 法に依拠し懲戒的賠償を適用する 

6. 訴訟時効を 法に依拠して中止する 

7. 訴訟期間を法に依拠して順延する 

8. 司法救済措置を強化する 

9. 弾力的な保全措置を講じる 

10. 統一した法律適用を着実に保障する 

【法令全文】下記の URL をクリックしてください。 

http://www.court.gov.cn/fabu-xiangqing-226241.ht
ml 
 
 
 

 外貨管理を最適化し、渉外業務の発展を後押し

することに関する国家外貨管理局による通知 

 

【発布機関】国家外貨管理局 

【発布番号】匯発〔2020〕8 号 

【発 布 日】2020-04-14 

【実 施 日】2020-04-14 

【概    要】本通知によると、以下の通りである。 

 全国において、資本項目収入支払利

便性向上改革を推進する。 

 特別な外貨払戻業務に係る登記手

続きを廃止する。 

 一部の資本項目に係る業務の登記

管理を簡素化する。 

 輸出の背景がある国内における外貨

建借入金の外貨購入による返済を緩

和する。 

 電子書類審査による外貨業務取扱

の利便性を向上させる。 

 銀行におけるクロスボーダー電子商取

引の外貨決済を最適化する。 

 業務の審査時における裏書きを緩和

する。 

 銀行における金融サービス革新を後

押しする。 

【法令全文】下記の URL をクリックしてください。 

http://www.safe.gov.cn/safe/2020/0414/15970.html 
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 民事诉讼程序繁简分流改革试点问答口径

（一） 

 

【发布单位】最高人民法院 

【发布文号】法〔2020〕105 号 

【发布日期】2020-04-17 

【内容提要】该文件对“能否适用小额诉讼程序审

理简单知识产权案件？”、“小额诉讼

程序的答辩期间如何确定？”、“小额

诉讼程序的举证期限可否延期？如何

确定？”、“普通程序或者简易程序能

否转换为小额诉讼程序？”、“在线庭

审适用于哪些案件？”、“如何确定电

子送达生效时间？”等三十七个问答

予以明确。 

 

 
【法令全文】请点击以下网址查看： 

http://www.court.gov.cn/zixun-xiangqing-226071.h
tml 
 
 

 
 财政部、海关总署、国家税务总局关于扩大内

销选择性征收关税政策试点的公告 

 
 

【发布单位】财政部、海关总署、国家税务总局 

【发布文号】财政部、海关总署、国家税务总局公

告 2020 年第 20 号 

【发布日期】2020-04-14 

【内容提要】自 2020 年 04 月 15 日起，将《财政

部、海关总署、国家税务总局关于扩

大内销选择性征收关税政策试点的通

知》（财关税〔2016〕40 号）规定的

内销选择性征收关税政策试点，扩大

到所有综合保税区。 
 

【备    注】 

 内销选择性征收关税政策是指

对海关特殊监管区域内企业生

产、加工并经“二线”内销的货物，

根据企业申请，按其对应进口料

件或按实际报验状态征收关税，

进口环节增值税、消费税照章征

收。企业选择按进口料件征收关

税时，应一并补征关税税款缓税

利息。 

 
 

 
 

 日前，财政部还发布通知，自

2020 年 04 月 15 日起至 2020

年 12 月 31 日，暂免征收加工贸

易企业内销税款缓税利息。 

 

 
【法令全文】请点击以下网址查看： 

http://gss.mof.gov.cn/gzdt/zhengcefabu/202004/t2
0200414_3498086.htm 
 

 特民事訴訟手続きの繁簡分離改革試行の質疑

応答事例（一） 
 

【発布機関】最高人民法院 

【発布番号】法〔2020〕105 号 

【発 布 日】2020-04-17 

【概    要】本文書では、「少額訴訟手続を適用し簡

単な知的財産権事案を審理できるか」、

「少額訴訟手続における答弁期間はどの

ように確定するか」、「少額訴訟手続におけ

る挙証期限を延長することはできるか、どの

ように確定するか」、「普通手続き又は簡易

手続きを少額訴訟手続に切り替えることは

できるか」、「オンライン開廷審理はどのよう

な事案に適用されるか」、「電子送達の発

効時間をどのようにして確定するか」等 37

件の質疑応答内容を明確にしている。 

【法令全文】下記の URL をクリックしてください。 

http://www.court.gov.cn/zixun-xiangqing-226071.h
tml 
 
 
 

国内販売に関する選択的な関税徴収政策の試行範

囲拡大に関する財政部、税関総署、国家税務総局に

よる公告 

 

【発布機関】財政部、税関総署、国家税務総局 

【発布番号】財政部、税関総署、国家税務総局公告

2020 年第 20 号 

【発 布 日】2020-04-14 

【概    要】2020年 4月15日から、「国内販売に関す

る選択的な関税徴収政策の試行範囲拡

大に関する財政部、税関総署、国家税務

総局による公告」（財関税〔2016〕40号）に

定める国内販売に関する選択的な関税徴

収政策の試行範囲を全ての総合保税区へ

と拡大する。 

【備    考】 

 国内販売に関する選択的な関税徴

収政策とは、税関特別監督管理区

域内の企業が生産、加工し且つ「二

線」を経由して国内販売される貨物に

ついて、企業の申請により、当該企業

の輸入部材又は実際の検査申告状

態に応じて関税を徴収し、輸入段階

の増値税、消費税は規則に従い徴収

することを指す。企業が輸入部材に応

じて関税を徴収することを選択した場

合、関税の延納利息も合わせて追徴

することになる。 

 先頃、財政部はさらに通知を発し、

2020 年 4 月 15 日から 2020 年 12

月 31 日までの期間、加工貿易企業

の国内販売に係る税金の延納利息の

徴収を当面の間免除するとしている。 

 

【法令全文】下記の URL をクリックしてください。 

http://gss.mof.gov.cn/gzdt/zhengcefabu/202004/t2
0200414_3498086.htm 
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 最高人民法院知识产权法庭裁判要旨（2019） 

 

【发布单位】最高人民法院 

【发布日期】2020-04-16 

【内容提要】该文件从最高人民法院知识产权法庭

2019 年审结的技术类知识产权案件

中精选 36 个典型案件，提炼 40 条裁

判规则，反映了最高人民法院知识产

权法庭在技术类知识产权领域处理新

型、疑难、复杂案件的司法理念、审

理思路和裁判方法。 

 

 
【法令全文】请点击以下网址查看： 

http://www.court.gov.cn/zixun-xiangqing-225831.h
tml 
 
 
 

【注】 

 如果需要了解法律、法规或政策的全文内容或

需要相关日文翻译服务，请与我们联系； 

 本栏目所公布的网址通常为官方网址，如果无

法访问，您可以通过搜索引擎查阅或与我们联

系。 

 
 
 

二、最新资讯 
 
 
 

 《外商投资企业授权登记管理办法（征求意见

稿）》公开征求意见 

 

日前，国家市场监督管理总局起草了《外商投

资企业授权登记管理办法（征求意见稿）》，现向社

会公开征求意见（截止日期为 2020年 05月 14日）。 

 

 
该《征求意见稿》提出，外商投资企业的登记

注册，由市场监管总局或者其授权的地方人民政府

市场监管部门依法办理。被授权的地方市场监管部

门以自己的名义在被授权范围内行使对外商投资企

业的登记管理职权。未经市场监管总局授权，一律

不得开展或变向开展外商投资企业登记注册管理工

作。 

 

 
 
（里兆律师事务所 2020 年 04 月 17 日编写） 

 
 
 

三、里兆解读 
 
 
 
 
 
 

 

 最高人民法院知的財産権法廷判旨（2019） 
 

【発布機関】最高人民法院 

【発 布 日】2020-04-16 

【概    要】本文書では最高人民法院知的財産権法

廷において 2019年に審理を終了し判決を

下している技術類知的財産権に係る事案

の中から36件の代表的事案を精選し、40

条の裁判ルールを取りまとめ、最高人民法

院知的財産権法廷の技術類知的財産権

分野における新タイプの、難解な、複雑な

事案に対する司法理念、審理の方向性を

示す道しるべ、裁判方法を整理している。 

【法令全文】下記の URL をクリックしてください。 

http://www.court.gov.cn/zixun-xiangqing-225831.h
tml 
 
 
 

【注】 

 法令・政策の全文の内容や相応の日本語訳のサ

ービスが必要な場合には、私共にご連絡ください。 

 ご案内する URL は政府筋の公式サイトですが、リ

ンクできない場合は、検索エンジンで検索いただく

か、私共にご連絡いただければと思います。 

 
 
 

二、新着情報 
 

 
 

 「外商投資企業授権登記管理弁法（意見募集

案）」がパブリックコメントを募集している 

 

先頃、国家市場監督管理総局が「外商投資企業授

権登記管理弁法（意見募集案）」を起草し、パブリックコ

メントを募集している（締切日は 2020年 5月 14日であ

る）。 

 

本「意見募集案」では外商投資企業の登記登録に

ついて、市場監督管理総局又は同局から権限を付与さ

れている地方人民政府市場監督管理部門が法に依拠

し取り扱うことについて提言している。権限を付与された

地方市場監督管理部門は自己の名で授権範囲内に

おいて外商投資企業の登記管理に係る職権を行使す

る。市場監督管理総局から権限を付与されていない場

合、外商投資企業の登記登録管理作業を実施したり、

他の形に仮託して実施することを一律禁止する。 

 

（里兆法律事務所が 2020 年 4月 17 日付で作成） 
 
 
 

三、里兆解説 
 
 
 
 
 
 
 

http://www.court.gov.cn/zixun-xiangqing-225831.html
http://www.court.gov.cn/zixun-xiangqing-225831.html
http://www.leezhao.com/cn/contact.aspx
http://www.leezhao.com/cn/contact.aspx
http://www.leezhao.com/cn/contact.aspx
http://www.samr.gov.cn/hd/zjdc/202004/t20200415_314257.html
http://www.samr.gov.cn/hd/zjdc/202004/t20200415_314257.html
http://www.court.gov.cn/zixun-xiangqing-225831.html
http://www.court.gov.cn/zixun-xiangqing-225831.html
http://www.leezhao.com/contact.aspx
http://www.leezhao.com/contact.aspx
http://www.samr.gov.cn/hd/zjdc/202004/t20200415_314257.html
http://www.samr.gov.cn/hd/zjdc/202004/t20200415_314257.html
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 新冠肺炎疫情下“不可抗力”适用问题的探讨 

 

 
新冠肺炎疫情对各类合同履行造成了不同程

度的影响，能否以“不可抗力”为由进行履约抗辩，

已成为当事人较为关注的话题。本文主要就“不可

抗力”适用问题进行分析、探讨，以期帮助当事人

厘清“不可抗力”的界限，从而正确适用“不可抗

力”解决履约纠纷。 

 
 
 

 
一、 背景 

 

2020 年初，新冠肺炎疫情（简称“疫情”）相

继在中国以及全球爆发。为应对疫情，有关政府部

门纷纷采取相应管控措施（比如，隔离、封城、交

通管制等），该等管控措施以及疫情本身等都会对合

同的履行产生障碍与影响，当事人能否以“不可抗

力”为由进行抗辩，已成为合同履行中的重点话题。 

 
 
 

 
最高人民法院于 2020年 04月 20日发布了《关

于依法妥善审理涉新冠肺炎疫情民事案件若干问题

的指导意见（一）》，明确了本次疫情下“不可抗力”

的适用规则，与 2003 年非典疫情时期最高人民法

院发布的《关于在防治传染性非典型肺炎期间依法

做好人民法院相关审判、执行工作的通知》、非典疫

情时期相关司法判例、以及近期各省高院出台的疫

情防控期间处理民商事纠纷的指导意见或解答中对

于“不可抗力”的适用规则大体上一致。本文将结

合现有的法律规定、裁判规则、指导意见等，就“不

可抗力”适用问题予以分析、探讨。 

 
 
 
 
 

 
二、 “不可抗力”的适用 

 

1. 适用“不可抗力”的基本原则 

 

根据《民法总则》第 180 条、《合同法》第 117

条的规定，“不可抗力”是指不能预见、不能避

免且不能克服的客观情况，且如要适用“不可

抗力”，还要满足“因不可抗力不能履行合同”

这一条件（即，“不可抗力”与“合同不能履行”

之间要具有因果关系）。具体分析如下： 

 
 

 
1) 不能预见、不能避免、不能克服 

 
a) 首先，对于疫情发生后当事人订立的

合同，由于订立合同时疫情已发生、

不属于不能预见，故原则上不能适用

 新型コロナウィルスによる感染症発生状況下にお

ける「不可抗力」の適用について考察する 

 

新型コロナウィルスによる感染症の発生を受け、各種

の契約を履行するうえで大なり小なりの影響が生じてい

るが、「不可抗力」を理由に、契約履行に対する抗弁が

できるのかどうかが、当事者が関心を寄せるテーマとなって

いる。「不可抗力」に該当する範囲を明確にし、「不可

抗力」を正しく適用して、契約履行をめぐるトラブルを解

決できるよう、本稿では主に「不可抗力」の適用について

分析し、考察する。 

 
 

一、 背景 

 

2020 年初め、新型コロナウィルスによる感染症発生

状況（以下「感染症発生状況」という）が中国、及び世

界中で相次いで勃発した。感染症発生状況への対策と

して、政府部門は次々と拡大防止措置を講じてきた（例

えば、隔離、都市封鎖、交通規制等）が、これらの拡大

防止措置及び感染症発生状況そのものが契約の履行

に支障をきたし、影響をもたらすことになるのだが、当事

者は「不可抗力」を理由に抗弁できるかどうかが、契約を

履行するうえでの重要なテーマとなっている。 

 

最高人民法院は 2020 年 4 月 20 日に「新型コロナ

ウィルスによる感染症発生状況に係る民事事案を法に

依拠し適切に審理するための若干事項に関する指導意

見（一）」を公布し、今般の感染症発生状況下における

「不可抗力」の適用ルールを明確にしているが、2003 年

に SARS 感染症が発生した際に、最高人民法院が公

表した「伝染性SARS型肺炎の拡大防止期間において

法に依拠し人民法院の審判、執行作業を貫徹すること

に関する通知」、SARS 感染症発生当時の司法判例、

並びに近頃、省ごとの高級法院が公表した感染症拡大

防止期間における民商事紛争を処理することに関する

指導意見又は解答における「不可抗力」の適用ルールと

おおむね一致している。本稿では、既存の法律規定、裁

判規則、指導意見等を踏まえながら、「不可抗力」の適

用について分析し、考察する。 

 
 

二、 「不可抗力」の適用 

 

1. 「不可抗力」を適用する際の基本原則 

 

「民法総則」第 180 条、「契約法」第 117 条の規

定によれば、「不可抗力」とは、予見できず、回避で

きず、克服することのできない客観的状況をいい、

「不可抗力」が適用されるためには、「不可抗力に

より契約を履行できなくなる」という条件を満たさな

ければならない（即ち、「不可抗力」と「契約が履行

できなくなる」こととの間に因果関係がなければなら

ない）。以下、具体的に分析する。 

 

1) 予見できず、回避できず、克服することができ

ないこと 

a) まず、感染症発生後に当事者間で締結

する契約については、契約締結時にすで

に感染症が発生しているため、予見でき
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“不可抗力”。 

 
b) 其次，如果疫情发生在合同成立以

后、履行以前，由于本次疫情的爆发

具有突发性，无法为公众所预见，爆

发至今也没有确切有效的治疗方法，

据此理解，疫情属于不可预见、不可

避免且不能克服的客观情况。此外，

政府部门为应对疫情采取的防控措

施，对大部分当事人而言，也可能属

于不可预见、不可避免且不能克服的

客观情况。 

 
 

 
c) 最后，对于疫情发生在履行期届满后

的合同，该种情形已属于迟延履行，

即使疫情及政府防控措施属于不可

抗力事件，也不能适用“不可抗力”，

对此，《合同法》第 117 条已予以明

确规定。 

 
 

 
2) 因果关系 

a) 能否适用“不可抗力”，关键在于“不

可抗力”与“合同不能履行”之间是

否具有因果关系。就本次疫情来看，

客观上存在疫情严重的地区和疫情

较轻的地区、与疫情相关度更高的合

同和与疫情相关度不大的合同等差

别。因此，疫情与“合同不能履行”

之间是否具有因果关系也不尽相同，

需具体到个案之中进行分析。通常来

讲，对于合同履行内容为金钱给付类

义务的当事人，除非涉及金融市场延

期开市等特殊情况，疫情对其付款行

为本身并没有实质性的障碍，一般不

能适用“不可抗力”。 

 
 
 

 
b) 另外，需注意的是，此处的因果关系

是指直接、必然的因果关系。对于个

案中非直接、必然的因果关系，可能

难以适用“不可抗力”，比如，当事

人以“恐惧”被传染为由而拒绝履行

合同，此时疫情与“合同不能履行”

并没有直接、必然的因果关系，不能

适用“不可抗力”。 

 

 
 

综上所述，疫情以及政府防控措施能否适用

“不可抗力”，并非“一刀切”，需要根据个

案情况，比照以上两大基本原则进行综合认

定。 

 
 

ないことには該当せず、原則として、「不可

抗力」を適用することはできない。 

b) 次に、感染症発生状況が、契約の成立

後、履行前に発生した場合、今回のよう

な感染症発生状況の勃発は突発性を有

し、大衆が予見することはできず、勃発後

から今日まで確かな治療方法もないた

め、感染症発生状況は予見できず、回

避できず、克服することのできない客観的

状況に該当すると考えられる。また、政府

部門が感染症発生状況への対策として

講じている感染拡大防止措置は、大部

分の当事者にとって、予見できず、回避で

きず、克服することのできない客観的状況

に該当する可能性がある。 

c) 最後に、履行期間満了後に感染症発生

状況が発生した契約の場合、このような

状況はすでに履行の遅延にあたり、たとえ

感染症発生状況及び政府拡大防止措

置が不可抗力事由に該当したとしても、

「不可抗力」は適用されない。この点につ

いては、すでに「契約法」第117条で明確

に定められている。 

 

2) 因果関係があること 

a) 「不可抗力」を適用できるかどうかは、「不

可抗力」と「契約履行不能」との間に因

果関係があるかどうかがポイントとなる。今

回の感染症発生状況を見てみると、客観

上、感染症発生状況が深刻な地域と軽

微な地域、感染症発生状況との関連性

が高い契約と関連性がそれほど高くない

契約があるなどの違いがある。そのため、

感染症発生状況と「契約履行不能」との

間に因果関係があるかどうかもすべてが必

ずしも同じではなく、個別のケースごとに分

析していかなければならない。通常であれ

ば、金銭給付義務を履行内容とする契

約の当事者は、金融市場での取引再開

が延期となるといった特別な状況を除き、

感染症の発生は、その金銭給付行為に

対して実質的な支障をきたさないため、通

常、「不可抗力」は適用されない。 

b) なお、ここにいう因果関係とは、直接の必

然的な因果関係を指すことに注意した

い。個別のケースにおいて、直接でも、必

然的でもない因果関係には、「不可抗

力」が適用されるのは難しいと考えられ

る。例えば、当事者が感染を「恐れ」、契

約履行を拒否した場合、感染症発生状

況と「契約履行不能」との間に直接の必

然的な因果関係はないため、「不可抗

力」を適用することはできない。 

 

以上から、感染症発生状況及び政府の感染拡

大防止措置に「不可抗力」が適用されるか否か

は、「一律に例外なく」論じることはできず、個別

のケースごとに、上記の 2 大原則に照らして、総

合的に認定する必要がある。 
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1 《最高人民法院关于适用<中华人民共和国合同法>若干问题的解释（二）》第 26 条：合同成立以后客观情况发生了当事人在

订立合同时无法预见的、非不可抗力造成的不属于商业风险的重大变化，继续履行合同对于一方当事人明显不公平或者不能实

现合同目的，当事人请求人民法院变更或者解除合同的，人民法院应当根据公平原则，并结合案件的实际情况确定是否变更或

者解除。 
1 「『中華人民共和国契約法』適用の若干問題に関する最高人民法院の解釈（二）」第 26条：契約が成立した後の客観的状況に、当事者

が契約締結時に予見できず、不可抗力によらず商業リスクに該当しない重大な変化が生じたことにより、契約の履行を継続することが一方当

事者にとって明らかに不公平となり、又は契約目的を実現することができなくなり、当事者が人民法院に契約の変更又は解除をもとめた場合、

人民法院は公平の原則に基づき、かつ事案の実際の状況を踏まえ、変更又は解除するか否かを確定しなければならない。 

2. 适用“不可抗力”的具体问题 

 

1) “不可抗力”的起止时间 

a) 疫情作为“不可抗力”的起止时间，

并非一概而论，需要具体到个案之

中，与疫情实际或最初发生在哪一天

没有必然联系。 

 

 
b) 对此，《上海市高级人民法院<关于涉

新冠肺炎疫情案件法律适用问题的

系列问答>（二）》指出，“不可抗力”

的起止期间，原则上应根据“具体案

件中新冠肺炎疫情对合同履行、合同

目的实现或当事人行使权利的实际

影响来确定”，在无法判断影响期间

的情况下，一般可参照“合同履行地

或当事人住所地的省级人民政府启

动和终止重大突发公共卫生事件响

应的时间来确定”。 

 
 
 
 

 
2) “不可抗力”的法律后果 

a) 适用“不可抗力”，可部分或全部免

除责任。需注意的是，“不可抗力”

免除的责任是当事人不履行合同所

产生的违约责任，并不意味着当事人

可以不再履行合同，且免除责任的范

围取决于“不可抗力”导致合同不能

履行的范围。 

 
b) 如“不可抗力”致使不能实现合同目

的，可以解除合同。需注意的是，合

同因疫情影响无法履行的，并非当然

予以解除，只有当“不可抗力”达到

不能实现合同目的时，才能解除合

同，至于是否已经达到不能实现合同

目的，则需要结合合同种类、具体履

行内容、疫情妨碍合同履行的程度予

以综合判断。 

 
 

 

 
3) “不可抗力”与“情势变更” 

a) 关于本次疫情，除了可能适用“不可

抗力”外，还可能适用“情势变更”
1，因此，区分“不可抗力”与“情

势变更”，对于正确适用“不可抗力”

2. 「不可抗力」を適用する際の具体的な事項について 

 

1) 「不可抗力」の起算日と終了日 

a) 感染症発生状況は「不可抗力」の起算

日と終了日として、一概に論じることはで

きず、個別のケースごとに具体的に検討す

る必要があり、感染症発生状況の実際

の又は最初の発生日がいつなのかとは必

然的な関連性はない。 

b) この点について、「上海市高級人民法院

『新型コロナウィルスによる感染症発生状

況に係る事案の法律適用問題に関する

Q＆A』（二）」によると、「不可抗力」の起

算日と終了日は、原則として、「具体的

事案において新型コロナウィルスによる感

染症発生状況が、契約の履行、契約目

的の実現又は当事者による権利行使に

対して及ぼす実際の影響に基づいて確定

しなければならない」ものであり、影響が及

ぶ期間を判断できない場合、通常、「契

約の履行地又は当事者住所地の省級

人民政府による重大突発公共衛生事

件対応の発動時期及び終了時期を参

照し確定することができる」とされている。 

 

2) 「不可抗力」の法的効果 

a) 「不可抗力」が適用されることで、その責

任の一部又は全部の免除が可能となる。

但し、「不可抗力」により免除されるのは、

当事者の契約不履行により生じる違約

責任であり、当事者が契約を履行しなく

てよいというわけではなく、また責任を免除

される範囲は、「不可抗力」により契約を

履行できない部分である。 

b) 「不可抗力」により契約目的を実現でき

なくなった場合、契約を解除することがで

きる。しかし、契約が感染症発生状況の

影響のため履行できない場合、当然に解

除されるわけではなく、「不可抗力」が契

約の目的を実現できなくなるほど深刻で

あった場合に、初めて契約を解除すること

ができるのであって、契約の目的が実現で

きなくなったかどうかについては、契約の種

類、具体的な履行内容、感染症発生状

況が契約の履行を妨げた度合いを踏まえ

て、総合的に判断しなければならない。 

 

3) 「不可抗力」と「事情の変更」 

a) 今回の感染症発生状況に関しては、「不

可抗力」を適用し得るほか、「事情の変

更」1も適用される可能性があるため、「不

可抗力」と「事情の変更」の違いを明確に
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具有重要意义。 

 
b) “不可抗力”与“情势变更”两者之

间最显著区别在于，“不可抗力”与

“不能履行合同”相关联（即，疫情

导致合同履行不能），而“情势变更”

与“明显不公平”相关联（即，疫情

并未导致合同履行不能，但继续履行

合同对于一方当事人明显不公平）。

比如，合同约定货物交付地在外地，

而企业位于疫情严重的地区，因交通

管制导致无法交付货物，此时应适用

“不可抗力”；如果企业位于疫情较

轻的地区，企业所在地并没有交通管

制、可以交付货物，但由于常规路线

途径疫情严重地区、因交通管制无法

通行，如要交付货物，则必须绕远路、

从而使得运费大幅上涨，此时继续履

行合同对一方当事人明显不公平，则

可适用“情势变更”。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

4) “不可抗力”的通知和证明 

a) 适用“不可抗力”时，当事人应当在

“不可抗力”发生后及时通知相对

方、避免扩大损失，在通知相对方的

同时，一般需在合理期限内提供有关

证据（比如，封锁交通、限制货物交

易、停止营业、延期复工、不准复工

等的政府通知文件，中国各贸促会出

具的与“不可抗力”相关的事实性证

明等）。 

 
 

 
b) 需注意的是，在通知相对方、以及后

续与相对方沟通、协商的过程中，建

议固定和保留相关证据（比如，给相

对方的通知、“不可抗力”的证据等），

为后续可能的纠纷、诉讼做好准备。 

 

 
3. 适用“不可抗力”的注意事项 

1) 确认准据法（即，合同所适用的法律）：

虽然不同法域对于“不可抗力”的态度、

法律原则等存在许多共同点，但同样也因

制度、文化和司法实践不同而存在差异。

因此，适用“不可抗力”时，最先确认准

据法十分重要。 

 

2) 合同有特别约定的，按照合同约定执行：

在合同法领域中，除非存在无效、可撤销

等情形的，合同中的条款约定，是当事人

しておくことは、「不可抗力」を正しく適用

する上で重要な意義をもつことになる。 

b) 「不可抗力」と「事情の変更」の両者の最

も顕著な違いは、「不可抗力」は「契約を

履行できないこと」と結びつく（即ち、感染

症発生状況のために、契約を履行できな

くなる）が、「事情の変更」は「明らかな不

公平」と結びつく（即ち、感染症発生状況

によって、契約が履行できなくなったわけで

はないが、契約の履行を継続させると、一

方の当事者にとって明らかに不公平にな

る）。例えば、契約で、貨物の納入地が

外地と約定されており、企業が感染症発

生状況の深刻な地域に位置していた場

合、交通規制により貨物の納入ができな

くなるため、このときは「不可抗力」が適用

される。もしも企業が感染症発生状況の

やや軽微な地域に位置していた場合、企

業所在地では交通規制が行われるわけ

ではなく、貨物を納入することは可能だ

が、通常の路線では感染症発生状況が

深刻な地域を経由し、交通規制により通

行できないため、貨物を納入するために

は、どうしても遠回りしなければならず、そ

れにより運賃が大幅に上昇してしまう。こ

の場合、履行を継続させることは、一方の

当事者にとって明らかに不公平となるた

め、「事情の変更」が適用される。 

 

4) 「不可抗力」の通知及び証明 

a) 「不可抗力」を適用する際には、当事者

は「不可抗力」事由の発生後、遅滞なく

相手方に知らせ、損失のさらなる拡大を

防ぐようにしなければならず、相手方に通

知すると同時に、通常、合理的な期日ま

でに、係る証拠を提供しなければならない

（例えば、交通遮断、貨物取引制限、営

業休止、業務再開延期、業務再開の不

許可等に関する政府からの通知文書、

中国国内の各貿易促進委員会から発

行される「不可抗力」に関連する事実証

明書等がある）。 

b) なお、相手方への通知、及びその後の相

手方との意思疎通、協議の過程において

は、係る証拠（例えば、相手方への通

知、「不可抗力」に係る証拠等）を固め、

残しておき、今後発生し得るトラブル、訴

訟に備えておくのがよい。 

 

3. 「不可抗力」を適用する際の注意事項 

1) 準拠法（即ち、契約に適用される法律）を確

認すること：異なる法域であっても、「不可抗

力」に対する姿勢、法原則等において共通点

が多く存在しているが、制度、文化や司法実

践が異なることでの違いもある。よって、「不可

抗力」を適用する際に、最も重要なのは、まず

最初に準拠法を確認しておくことである。 

2) 契約に別段の取決めがある場合は、契約での

取決めに従い実施すること：契約法の分野で

は、無効・撤廃といった状況がない限り、契約
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之间“最高的法律”。因此，如果合同中

对于“不可抗力”有特别约定的，需要按

照合同执行。比如，有些合同约定了“不

可抗力”发生后应在多少日内发通知、提

供证明，或者约定了“不可抗力”发生后

多少日当事人有权解除合同等。 

 

 
 

3) 参考当地政府部门发布的有关疫情下合

同履行的指导意见：实践中，针对某些特

定类型合同，当地政府部门可能会制定疫

情下合同履行的指导意见，建议予以参

考。比如，上海市住建委及上海市司法局

联合发布的《关于新冠肺炎疫情影响下本

市建设工程合同履行的若干指导意见》，

就疫情导致的建设工程工期顺延、成本增

加的处理等提出了指导性意见。 

 
 
 
 
 

 
三、 结语 

 

实务操作层面，我们建议当事人基于上述法律

规定、法律原理，结合个案实际情况，对能否适用

“不可抗力”进行预判，做到心中有数。后续，通

过友好协商等方式与相对方探讨适用“不可抗力”，

如能达成一致，建议通过书面形式及时将协商内容

固定下来，这对快速稳妥地解决合同履行纠纷，通

常更为有利、更有实效。 

 
 
 

 
（里兆律师事务所 2020 年 04 月 20 日整理编写） 

 
 
 

四、近期热点话题 
※企业近期的关注话题（=律师近期的关注话题） 

 
 
 

 
 疫情下“不可抗力”的适用 

 疫情对企业复工、人事管理等方面的影响 

中の条項での取決めは当事者の間の「最高の

法律」である。従って、契約で「不可抗力」につ

いて特段の取決めがある場合、その契約に基

づいて実施しなければならない。例えば、「不

可抗力」発生後○○日以内に通知し、証明を

提供すると約定する契約もあれば、「不可抗

力」発生後○○日を経過した場合、当事者は

契約を解除することができると約定している契

約もある。 

3) 現地政府部門の公表した感染症発生状況

下における契約履行に関する指導意見を参

考にすること：実践では、ある特定のタイプの契

約に対し、現地政府部門が感染症発生状況

下における契約履行に関する指導意見を制

定する場合があり、参考にするとよい。例えば、

上海市住宅及び都市・農村建設管理委員

会並びに上海市司法局が共同で「新型コロナ

ウィルス感染症発生状況による影響下での上

海市建設工事契約履行に関する若干指導

意見」を公表し、感染症発生状況を原因とす

る建設工事の工期順延、コスト増加への対応

等について指導的意見を提起している。 

 
 

三、 終わりに 

 

実務運用上、当事者は上記法律の規定、法原理に

基づき、個別のケースごとの実際の状況を踏まえ、「不可

抗力」が適用できるかどうかを前もって判断し、結果を大

方見込んでおくようにするのがよい。その後、友好的な話

し合い等を通じて、相手方とは「不可抗力」の適用につ

いて検討し、もしも合意できるのであれば、書面の形式を

もって遅滞なく合意内容を固めておくようにするのが好ま

しく、そのようにしておけば、契約履行をめぐるトラブルを迅

速且つ穏便に解決するうえで、通常、一層有利であり、

一層実効性を高めることができる。 

 

（里兆法律事務所が 2020 年 4月 20 日付で作成） 
 
 
 

四、トピックス 
※企業が最近注目している話題（=弁護士が最近注目

している話題） 
 
 
 

 感染症発生状況下における「不可抗力」の適用 

 感染症発生による企業の事業再開、人事管理

等面に対する影響 


